
9月 28日、コープ・イン・京都で、京都憲法会議の総会

総会では、前年度の活動総括を受けて、新年度の運動方

措置法、集団的自衛権、憲法改正手続法、そして明文改憲

取り組みを強化することが、議案に基づいて報告されまし

討論のなかでは、憲法改正手続法（国民投票法）が成立

場で憲法の授業がやりにくくなるのではないのか、という

紹介され、法律の正確な理解の必要性とともに、今後、付

務員や教員の運動規制の問題に引き続き注目していかなけ

されました。

また、自治体の現場では、有事法制のひとつである国民保

テロも自然災害も同列視し「大災害」というくくりで、様

められ、自然な流れとして、戦争の準備に住民を組み込も

報告されました。

本年度の総会には、東京から中央憲法会議の長谷川事務

ました。

長谷川さんはもともと京都の教職員組合運動

に携わっておられたころから京都憲法会議の活

動にも参加されていた方ですが、現在は、中央

憲法会議の事務局長として活躍されています。

京都憲法会議の結成当時の新聞切り抜きを紹介

されながら、全国の情勢について発言していた

だきました。

新しい役員として、中島前事務局長が事務局

担当の幹事となり、木藤事務局次長が事務局長

に選出されました。
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が開催されました。
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